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業務概要 

 

業務名：令和 6 年度那覇港浦添ふ頭地区マリーナ・緑地基本設計業務委託 

 

Ａ．業務目的 

那覇港浦添ふ頭地区に計画されているマリーナ・緑地は、浦添ふ頭地区交流賑わい空間

の主要施設として令和 5 年 3 月の那覇港港湾計画(改訂)において位置づけられたところ

である。 

本業務は、浦添ふ頭地区交流賑わい空間の事業実施に関する環境アセスや埋立申請

等の諸手続きに向けて、マリーナ・緑地施設の基本設計業務を行うものである。 

 

Ｂ．履行期間 

  契約日の翌日から令和 7 年 3月 14 日 

 

Ｃ．履行場所 

  那覇港浦添ふ頭地区 

 

Ｄ．業務内容 

 

（１）費用対効果分析 

アンケート調査を基に便益を算出、計画時の概算工事費と比較し費用対効果分析を

実施する。 

（２）波浪推算 

護岸、防波堤等の設計波を算出するために波浪推算を実施する。 

（３）護岸概略設計 

利用・自然条件等を考慮しつつ護岸断面を想定し、施工方法の検討および概算工事

費を算出する。 

また、環境アセスへ提供する施工工程、機械台数等の資料を作成する。 

（４）防波堤概略設計 

利用・自然条件等を考慮しつつ防波堤断面を想定し、施工方法の検討および概算工

事費を算出する。 
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Ｅ．実施内容 

 

１計画準備 

 本業務を実施するにあたり目的及び内容を把握し業務計画を作成する。 

 

２マリーナ及び緑地の費用対効果分析 

 

（１）既往資料の収集・整理 

業務を遂行するために必要な既往資料及び参考文献等を収集整理する。 

具体的には、対象施設であるマリーナ及び海洋緑地に関する施設整備計画資料や受益者

人口等の需要等を推計する上で必要となる統計データなどについて収集整理する。 

 

（２）需要の推計 

緑地については、緑地の来訪者数を推計する。具体的には、アンケート調査結果や既往資

料を用いて来訪意志率や来訪頻度を設定し、これを将来人口に乗じることで緑地来訪者数

を推計する。 

また、マリーナについても緑地と同様の方法によりマリーナ来訪者数を推計する。 

 

（３）便益の計測 

（ア）概要 

ａ緑地来訪者の交流機会増加便益 

緑地が整備されることにより、地域住民等が本緑地に来訪し散策・休息やビーチパー

ティーなど、海辺での交流機会が増加する。こうした緑地来訪者の交流機会の増加による便

益を計測する。 

ｂマリーナ来訪者の交流機会増加便益 

上記の緑地と同様にマリーナが整備されることにより、地域住民等が本マリーナに来訪

しクルージングや沖釣りなどの海洋性レクリエーションへの参加、また港での散策や休憩、

レク・イベントへの参加など、海辺での交流機会が増加する。こうしたマリーナ来訪者の交

流機会の増加による便益を計測する。 

ｃ残存価値 

残存価値として、緑地(3.4ha)、マリーナ(0.9ha)、臨港道路浦添 4 号線<区間 B>(1.5ha)の土

地価値を計上する。 

 

（イ）便益算出のためのアンケート調査の実施 

「緑地来訪者の交流機会増加便益」、「マリーナ来訪者の交流機会増加便益」の算出に際して、

地域住民へのアンケート調査を実施する。 

ａ受益者の設定・調査票の作成 

対象緑地及びマリーナの受益者(地域範囲)の設定並びにアンケート調査票については、過
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年度資料を参考に作成するものとする。 

ｂWEB アンケート調査の実施 

緑地来訪者及びマリーナ来訪者の交流機会増加便益計測のための TCM(旅行費用法)によ

る消費者余剰を計測するため、地域住民を対象としたアンケート調査を実施する。 

調査手法は「WEB アンケート調査」による実施を想定、回収サンプル数については目標数

を 900 件とする。 

ｃ上記調査結果の集計・整理 

受益者の利用意志や利用頻度、利用目的、個人属性等、上記アンケート調査結果を集計・

整理する。 

 

（ウ）緑地来訪者の交流機会増加便益の計測 

上記のアンケート調査結果を用いて、緑地来訪者の交流機会増加に関する一般化費用の

算定、訪問頻度関数の推定、消費者余剰の算出を行う。この消費者余剰に緑地来訪者数を乗

じることで緑地来訪者の交流機会増加便益を計測する。 

 

（エ）マリーナ来訪者の交流機会増加便益の計測 

上記のアンケート調査結果を用いて、マリーナ来訪者の交流機会増加に関する一般化費

用の算定、訪問頻度関数の推定、消費者余剰の算出を行う。この消費者余剰にマリーナ来訪

者数を乗じることでマリーナ来訪者の交流機会増加便益を計測する。 

 

（オ）残存価値の計測 

緑地、マリーナ、臨港道路を造成することでその土地が資産として残ることになるのでこ

れを価値として計測する。価格は周辺地価を参考に設定する。 

 

（４）費用の算定 

建設費については、港湾計画改訂時に実施された概算事業費を参考に年度別建設費を整

理する。また、管理運営費については県内類似施設の実績を参考に設定する。 

（５）事業全体の費用便益分析 

以上の便益と費用を元に費用便益分析を行う。 

また、需要、建設費及び建設期間の変動を考慮した感度分析を実施する。 

 

３波浪推算 

・過年度ブシネスクモデル（Ver5.2）のデータ一式（水深、反射率、透過層、入射波スペ

クトル、計算条件等）を貸与資料として使用することを前提とする。 

・検討ケース（港形、波高確率年、波向など）は、現段階の想定となるため、詳細につい

ては協議が必要である。 

・過年度検討結果を参考に波向きの絞り込みや潮位ケースの調整も可能である。港口部

の波高採用だとマリーナ内側の回折計算も省略可能であるが協議要する。 
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 完成形 施工途中時 

沖波条件 50 年確率 10 年確率 

潮位 以下の 3 ケース 

HHWL：波圧、越波、被覆材質量 

HWL：防波堤天端高等 

LWL：被覆材質量 

 

以下の 2 ケース 

HWL：波圧、越波、被覆材質量 

LWL：被覆材質量 

波向 7 波向 

（過年度調査と同じ） 

7 波向 

（過年度調査と同じ） 

 

外海波浪変

形計算 

エネルギー平衡方程式 

3 潮位✕7波向き＝21 ケース 

 

エネルギー平衡方程式 

2 潮位✕7波向き＝14 ケース 

港内波浪変

形計算 

ブシネスク方程式（Ver5.2 以上） ブシネスク方程式（Ver5.2 以上） 

地 形 条 件

（港形） 

以下の 1 ケース 

・完成形＋対象施設は透過 

以下の 1 ケース 

・現状＋対象施設は透過 

 

マリーナ内 

回折計算 

高山式 

・3 波向き×1 潮位×1 地形 

（マリーナ護岸部の設計波算出） 

高山式 

・3 波向き×1 潮位×1 地形 

（マリーナ護岸部の設計波算出） 

（１）検討準備 

既往資料を収集し、波浪推算で用いられている計算条件等を確認する。検討ケースについ

ては、事前に発注者に確認する。 

 

（２）外洋波浪変形計算 

エネルギー平衡方程式を用いて沖合からの波浪変形計算を実施し、港内計算（ブシネスク

モデル）への入射境界条件を算出する。領域は、過年度調査を参考に設定する。 

 

（３）港内波浪変形計算 1 

ブシネスクモデルを用いて、港内の波浪変形計算を実施し、対象地点の有義波高を算出す

る。計算領域は、計算処理能力や入射波による対象地点への影響を考慮して設定（那覇港全

体ではなく、概ね下図の範囲を想定）し、通過波を求めるため対象施設は透過モデルとする。 

施設配置は、将来計画施設が全て完成した時点を想定する。 
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（４）港内波浪変形計算-2 

先の港内波浪変形計算-1 に対して、施設配置は現状、10 年確率波の場合について検討す

る。 

 

（５）マリーナ内回折計算 

マリーナ内は、防波堤による回折の影響をうけるため、高山法を用いて回折計算を実施す

る。入射波高は、先の港内波浪計算結果を用いる。 

 

（６）設計波算出 

港内波浪変形計算は、外洋波浪に対するものであるため、港内で発生する波高を SMB

法で算出し、両者を合成させたものを設計波高として用いる。 

 

（７）波浪推算取りまとめ 

上記内容を波浪推算報告としてとりまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算領域（概略） 
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４護岸概略設計 

 

 

 

（１）性能規定の設定 

要求性能に照らし、最適な性能規定及び性能照査手法を選定するための資料等を収集し整

理・提案する。 

 

（２）設計条件（利用・自然条件の設定） 

設計を行うにあたっての利用条件、自然条件などの設計条件を既往資料、関連資料を参考に

整理・設定する。 

土質定数、地形条件についは、既往資料をもとに推定するものとする。 

 

（３）照査用震度算定 

一次元の応答解析によりレベル 1 地震動の照査用震度を算出する。 

レベル 1 地震動については、既知の値（国土技術政策総合研究所設定値など）を用いること

ができるものとする。 

 

（４）比較構造諸元の検討 

対象施設の構造形式については、比較的地盤が良いことから重力式（地盤改良は含まな

い）とし、比較検討するための構造諸元を設定し、標準断面図、平面図等必要な図面を作

成する。 なお、護岸①、③は傾斜式、護岸②はブロック積式（直立タイプ）とし、それ

ぞれ 1 ケースについて検討する。 

 

（５）安定性の照査 

設定した比較構造形式について、性能規定等に基づき永続状態および変動状態の照査を行

設計対象施設 

護岸④は護岸③と同

じ断面を使用する 
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う。 

 

（６）構造諸元の決定 

安定性を照査した構造形式で設定された、最適な断面となる重力式の構造諸元に対して、概

算数量及び概算工費の算定、各種要件（安定性、経済性、施工性ほか）の検討を踏まえて総

合的な比較・検討を行い、最適な構造断面を決定する。 

 

（７）図面作成 

決定した構造諸元について、標準断面図、平面図およびその他必要な図面を作成する。 

 

（８）概算事業費の算出 

埋立造成の外郭施設となる護岸①～④（護岸④は護岸③と同じ断面を採用）に加え、埋立造

成に関連する施設として航路・泊地、埋立造成の概算工事費を算出する。 

 

（９）埋立施工計画の検討 

設計概要書説明書の埋立工程や環境保全措置起債図書の環境影響予測に用いるため、埋立

施工計画（年度別数量、使用機材等）を検討する。 

なお、本業務で設定された護岸断面等を用いて組み立てる。 

 

５防波堤概略設計 

 

 

 

（１）性能規定の設定 

要求性能に照らし、最適な性能規定及び性能照査手法を選定するための資料等を収集し整

理・提案する。 

設計対象施設 
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（２）設計条件（利用・自然条件の設定） 

設計を行うにあたっての利用条件、自然条件などの設計条件を既往資料、関連資料を参考に

整理・設定する。 

土質定数、地形条件についは、既往資料をもとに推定するものとする。 

 

（３）比較構造諸元の検討 

対象施設の構造形式については、比較的地盤が良いことから重力式（地盤改良は含まない）

とし、比較検討するための構造諸元を設定し、標準断面図、平面図等必要な図面を作成する。 

なお、重力式構造（傾斜堤）として防波堤（外）（内）を合わせて 1 ケースを見込む。 

 

（４）安定性の照査 

設定した比較構造形式について、性能規定等に基づき永続状態および変動状態の照査を行

う。 

 

（５）構造諸元の決定 

安定性を照査した構造形式で設定された、最適と断面となる重力式の構造諸元に対して、概

算数量及び概算工費の算定、各種要件（安定性、経済性、施工性ほか）の検討を踏まえて総

合的な比較・検討を行い、最適な構造断面を決定する。 

 

（６）図面作成 

決定した構造諸元について、標準断面図、平面図およびその他必要な図面を作成する。 

 

（７）概算事業費の算出 

防波堤の概算工事費を算出する。 

 

６施行方法の検討 

 施行方法(陸上、海上)や仮設工の有無、施行順序について検討し整理する。また、概算事

業費を考慮した上で年次計画を整理する。 

 

７報告書作成 

業務内容を報告書としてとりまとめる。 

 

８打合せ協議 

業務着手時及び最終報告時のほか、業務の区切りにおいて行い必要な資料は受注者にお

いて準備し、また、その内容はその都度記録し発注者に提出する。 

 

９照査 

 業務の全てについて照査を行う。 
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成果品 

 ・電子媒体（ＣＤ－Ｒ若しくはＤＶＤ－Ｒ）             ２部 

 ・業務報告書（Ａ４黒表紙金文字、図面等は縮小Ａ３版折込を標準）  ２部 


